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総務委員会所管事務調査報告書 

 

【はじめに】 

 少子高齢化・人口減少の進行を背景に、国を挙げて働き方改革が推進されている。

このことは、自治体職員にとっても例外ではなく、育児や介護などの様々な事情を抱

えながら、限られた職員数で多様な市民ニーズに対応するには、従来の働き方を大き

く変化させていく必要がある。長時間労働の是正や多様な働き方の実現は、まさに各

地方公共団体が直面する課題である。平成３１年４月からは働き方改革関連法の一部

が施行され、長時間労働の解消、非正規職員と正規職員との格差是正、高齢者の就労

促進が３本柱に位置付けられている。 

また、当市においても、職員を取り巻く環境の変化につながる定員適正化計画の改

定や令和２年４月から開始する会計年度任用職員制度への対応などが求められてい

る。 

以上のことから、総務委員会では、このような公務員の労働環境の変化を踏まえ、

高度化・多様化する住民ニーズに迅速かつ効果的に対応するため、亀山市職員の「働

き方改革」をテーマに設定し、調査・研究を行ったので、その結果を以下のとおり報

告する。 

 

【現状把握】 

当委員会では、市の働き方改革について現状を把握するため、人事行政の総括部署

である総合政策部総務課から、働き方改革に関する国からの通知等、働き方改革に対

する市の考え方と取り組み状況が分かる資料について、また、検証を進めるに当たっ

て、平成２６年度から平成２９年度までの時間外勤務時間実績及び平成２６年から平

成３０年までの年次有給休暇取得実績についても把握しておくべきであると判断し、

同課から資料を求め聞き取りを行った。 

 また、年間３６０時間を超える時間外勤務実績のある職員が所属する部署に対して、

その職員の時間外勤務が３６０時間を超過した理由、勤務状況及び防止策等について

ヒアリングを行った。 

 

●総合政策部総務課 

≪市の考え方と取り組み状況≫ 

働き方改革関連法に関する概要及び働き方改革に係る市の考え方の説明を受けた。

働き方改革関連法の概要としては、まず雇用対策法関連の改正として、改革を総合的
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かつ継続的に推進するための基本方針を定めることなど、次に長時間労働の是正、多

様な働き方の実現等について、労働基準法、労働安全衛生法の改正として、時間外労

働時間の上限規制の導入、原則月４５時間、年３６０時間という規定を置くことなど、

雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保について、パートタイム労働法等の改正と

して、同一企業内の正規と非正規職員間の不合理な待遇の差をなくすための規定の整

備に関するものなどであった。 

これらの法改正を踏まえ、市としては、まず、効率的な業務運営や業績を重視する

働き方の実現について、平成３１年度人事行政方針により、労働時間の長さよりも、

業績や業務効率化による労働生産性の向上等を重視する職場環境へ転換することに

より、職員の働き方に関する意識改革を図る。次に、定員管理の見直しと臨時・非常

勤職員の適正な任用等の確保については、第２次総合計画を積極的に展開していく中

で、多様化・高度化する行政需要へ的確に対応しつつ、公務の能率的かつ適正な運営

を維持していくため、行財政改革の視点も踏まえつつ、職員数の最適化に向け定員管

理の見直しを実施する。併せて、臨時・非常勤職員の適正な任用等を確保するため、

改正地方公務員法等を踏まえ、会計年度任用職員制度の導入等を進め、非正規職員の

待遇改善や適正配置を図る。次に、組織機構の再編と検証について、第２次総合計画

に掲げた施策の着実な推進と職員のマネジメント能力を育成、強化する仕組みの構築

に向け、部・課・グループの３層体制とした平成３０年度組織・機構の再編について、

引き続き、その実態把握と効果検証を行い、調整、改善等を図るべき事項について検

討を行うとのことであった。 

 

≪時間外勤務時間実績及び年次有給休暇取得実績≫ 

 平成２６年度から平成２９年度までの部署別時間外勤務時間実績、１人１か月当た

りの時間外勤務時間実績が示され、各年度通じて時間外実績率が高くなっている部署

は市民文化部、健康福祉部、教育委員会であり、その原因は、子ども・子育て支援新

制度の導入、認定こども園アスレの開設準備、戦没者弔慰金の業務、就学援助費の新

年度交付の開始、小学校英語教育の制度改正や地域福祉計画の改定、障がい者福祉計

画の改定といった一時的な業務量の増加によるものであった。 

 また、年間時間外勤務時間実績が３６０時間を超える部署別職員数が示され、平成

２６年度は２３人であるが、その後は十数人で推移していることが報告された。 

 次に、平成２６年から平成３０年までの部署別年次有給休暇取得実績については、

平成２７年度以降は１０日の取得目標を設定しているが、各部署の有休取得日数は緩

やかに増加しているものの、平成３０年でも総合政策部、健康福祉部のように目標を
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達成できていない部署もある。また、職種別で有休の取得状況を見ると、１０日以上

取得している割合が多いのは、労務職、技術職、事務職の順であり、事務職が最も取

得割合が少ない状況にある。 

 

≪時間外勤務実績が年間３６０時間を超える職員の状況等≫ 

 平成２９年度に年間３６０時間を超える時間外勤務実績のある職員が所属する部

署として、生活文化部、健康福祉部、産業建設部及び地域医療部から職員の状況等に

ついてヒアリングを行った。 

年間３６０時間を超えて時間外勤務が発生した主な原因は、計画策定業務を行う担

当職員の長期病気休職による影響や工事に係る委託事業者の変更などの想定外の事

態の発生に伴うもの、職員が受け持つ事務量が多く、短期間に資料提出などの業務が

重複したことの影響に伴うものであった。 

また、その防止策としては、時間外勤務時間の目標値を周知し、職員同士の協力体

制や職員個人の工夫を促すとともに、毎月の時間外勤務削減計画書の提出を求めると

いうものであった。 

 

【行政視察】 

令和元年７月２日及び３日に、調査・研究テーマ「働き方改革」に沿った先進地と

して、大阪府四條畷市及び和歌山県橋本市を視察した。 

まず、四條畷市では、東修平市長就任に伴い、平成２９年１月に労働時間革命自治

体宣言を行い、市にとって働き方改革が最重要事項であると位置づけて取組を進めて

いる。具体的な取組としては、市職員や関係団体等に働き方改革の必要性を広めるこ

とを目的に、働き方改革セミナーを実施した。また、市職員のマネジメント能力の強

化のための指導者養成研修や、それぞれの現場に合わせた働き方の見直しを模索する

ため、モデル課を設置する取組を行っている。 

次に、橋本市では、地方自治体として今後の人口減少や少子高齢化の進展に伴って、

経営環境の悪化、及び人材の確保が困難となることが見込まれることから、総務省に

採択された「業務改革モデルプロジェクト」を活用し、ＲＰＡ・ＡＩＯＣＲの実証・

効果分析を行うとともに、大阪府熊取町との広域連携モデルとして、広域展開の推進

及び経費削減効果拡大のためのノウハウの蓄積を行っている。ＲＰＡ導入効果の検証

では、特に税務課における軽自動車の廃車登録や特別児童扶養手当所得調査で検証を

行い、それぞれの業務で高水準の業務時間削減効果を確認することができた。また、

ＲＰＡを運用していくためには、その機能に習熟した人材が必要であり、ＩＣＴの知
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識を有する専門職の確保にも力を入れていかなければならない。 

  

【市職員組合との意見交換】 

 令和元年７月２２日に、市職員組合と、亀山市職員の労働状況に係る現状と課題等

について意見交換会を実施した。その結果、「非常勤職員の数は増加しているが、正

規職員の数はほぼ変化していないため、定員適正化計画の見直し時に正規職員の数を

増やす目標を立てるなど是正に向けて取り組んでほしい。」「人員確保の要求を当局に

提出しているが、持続可能な職場を構築していくためにも前向きな回答を期待してい

る。」「時間外労働の削減や有給休暇取得促進の取組をしているが、振替休暇が多く目

標達成が難しい状況にある部署もある。」、「ＲＰＡの導入については、単に人員削減

の根拠とするのではなく、しっかりと効果を分析した上で業務効率化に活用してほし

い。」等の意見があった。 

 

【検討結果のまとめ】 

 総務委員会として、調査・研究テーマに掲げた「働き方改革」について、８回にわ

たり協議し、検討した結果の課題・問題点は、次のとおりである。 

 

１．誰でもその業務が行えるようにマニュアル化されていないため、担当する職員個

人にしかその業務が分からない状況であり、市民サービスの低下につながっている。 

 

２．時間外労働時間の削減や有休休暇の取得が数値目標となっており、職員の満足度

や働きやすさなどの観点から業務の見直しや働き方の多様化に取り組んでいない。 

 

３．適正な職員数の確保に関しては、正規職員と非正規職員（非常勤職員等）の比率

について、相対的に非正規職員が多いので、本来は正規職員で対応すべきと思われ

る重要な業務についても、非正規職員で対応している状況にある。また、ＩＣＴ専

門員や臨床心理士などの専門的知識を有する職員の確保が十分にできていないた

め、現場で対応している職員の負担が大きくなり、今後の行政運営に支障をきたす

可能性がある。 

 

４．各課の事務手続きの分析や客観的な業務量の把握が行われていないため、ＲＰＡ

の導入に向けた準備が十分ではない。 
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よって、総務委員会として、高度化・多様化する住民ニーズに迅速かつ効果的に

対応するため、ＩＣＴを活用して業務改善を図るなど、市職員の働き方について検

討するよう、下記のとおり市長に対し提言を求める。 

 

記 

 

１．どの職員であっても迅速に業務が行えるよう、業務を標準化するためのマニュア

ルを整備し、職員の負担を軽減するとともに、職員の満足度や働きやすさなどの観

点から業務の見直しや働き方の多様化に取り組むことで、市民サービスの向上につ

なげること。 

 

２．適正な職員数を確保するため、定員適正化計画の見直しを進めるとともに、正規

職員と非正規職員（非常勤職員等）の比率を是正し、重要な業務に正規職員が対応

できるよう人員の増加や職員配置の見直しに取り組むこと。また、専門知識を必要

とする技術職や資格免許職の職員を十分に確保すること。 

 

３．システムの導入経費や維持経費にとらわれることなく、各課の業務内容の分析と

把握に努め、ＡＩ・ＲＰＡ導入に向けた準備を整えること。 

 


